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◆丹波市を取り巻く現状の整理 

（１）人口・世帯の状況 

① 人口の推移 

本市の人口は平成31年(2019年)で64,380人となっており、年々減少しています。 

年齢４区分別人口は、０～14歳の年少人口と15～64歳の生産年齢人口が減少する一方で、

65歳～74歳と75歳以上の高齢者の割合が年々増加し、少子高齢化が進んでいます。 

 

■人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年10月1日時点）、平成31年は住民基本台帳人口（３月末日時点） 

■年齢４区分別人口割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年10月１日時点） 

【参考】人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：『日本の地域別将来推計人口』（国立社会保障・人口問題研究所 平成30（2018）年推計）  
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② 世帯の推移 

世帯数は、核家族化の進展や単身世帯の増加などにより増加傾向が続いており、平成31年

(2019年)は25,795世帯、１世帯あたりの人数は2.50人となっています。 

世帯の構成状況をみると、単身世帯が増加しており、平成27年(2015年)は22.7％となって

おり、そのうち65歳以上の高齢単身世帯は11.4％となっています。高齢夫婦世帯は12.4％で、

高齢単身世帯と合わせると23.8％となっています。 

 母子世帯と父子世帯を合わせたひとり親世帯は1.6％となっています。 

 

■人口・世帯数、１世帯当たりの人数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年10月１日時点） 

 

■世帯構成の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年10月１日時点） 
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（２）支援を必要とする人の状況 

① 高齢単身世帯・夫婦世帯 

 

平成27年(2015年)の高齢単身世帯

は2,562世帯、高齢夫婦世帯は2,799

世帯となっています。 

高齢単身世帯、高齢夫婦世帯とも

に年々増加しています。 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年10月１日時点） 

 

② 認知症のある人 

 

認知症のある人の状況は、平成30

年度(2018年度)で認知症高齢者が

2,262人、若年性認知症は29人、計

2,291人となっており、平成29年以降、

減少傾向がみられます。 

 

 

 

資料：地域包括支援課（各年度末時点） 

 

③ 障害者手帳所持者 

 

障害者手帳所持者数は、療育手帳

と精神障害者保健福祉手帳が増加傾

向にあります。 

人口に占める手帳所持者の割合は、

７％台で推移しています。 

 

 

 

 

資料：障がい福祉課（各年度末時点） 
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④ ひとり親世帯 

 

平成27年(2015年)の母子世帯は

324世帯、父子世帯は37世帯となって

います。 

ひとり親世帯は増加傾向にありま

したが、平成27年(2015年)は平成22

年(2010年)より減少しています。 

 

 

 

資料：国勢調査（各年10月１日時点） 

 

⑤ 生活保護世帯 

 

生活保護を受給する世帯や人員は、

減少傾向にあり、平成30年度(2018

年度)の月平均受給数は124世帯、149

人でした。保護率も減少傾向にあり

ます。 

 

 

 

 

資料：社会福祉課（各年度末時点） 

 

⑥ 完全失業者 

 

平成27年(2015年)の完全失業者数

は1,169人、完全失業率は3.50％と

なっています。 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年10月１日時点） 
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⑦ 外国人 

 

市内在住の外国人は、年々増加し

ており、平成30年度(2018年度)で940

人となっています。 

 

 

 

 

 

 

資料：市民課（各年度末時点） 
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（３）地域活動の状況 

① 民生委員・児童委員の活動状況 

 

民生委員（児童委員）の活動状況

については、相談・支援件数は平成

29年度以降上昇傾向にあり、平成30

年度(2018年度)末現在で7,083件と

なっており、民生委員・児童委員数

は、平成30年度(2018年度)末現在●

●となっています。 

 

 
資料： 

相談・支援件数：社会福祉課（各年度末現在）、民生委員・児童委員数：

兵庫県「社会福祉統計年報」（各年度末現在） 

 

② 老人クラブの状況 

 

本市の老人クラブ数、会員数は、

年々減少していましたが、平成29年

度(2017年度)に増加しましたが、平

成30年度(2018年度)は、再び減少し、

老人クラブ数が115クラブ、会員数が

4,293人となっています。 

 

 

 

資料：社会福祉課（各年度末現在） 

 

③ 自治会の状況 

 

自治会への加入世帯数は横ばいで

推移しており、平成30年度(2018年

度)で18,559世帯が加入しています。 

 

 

 

 

 

資料：社会福祉課（各年度末現在） 
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④ 高齢者に関する相談状況 

 

地域包括支援センターでの総合相

談における高齢者に関する相談件数

は年々増加しており、平成30年度

(2018年度)で924件となっています。 

 

 

 

 

 

 

資料：地域包括支援課（各年度末現在） 

 

⑤ 高齢者虐待に関する相談状況 
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そのうち虐待と判断された件数は10

件となっています。 

 

 

 

 

 

資料：地域包括支援課（各年度末現在） 

 

⑥ 成年後見制度の申立件数 

 

高齢者の成年後見制度の市長申立

件数は、平成30年度(2018年度)で２

件となっています。 

 

 

 

 

 

 

資料：地域包括支援課（各年度末現在） 
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⑦ 児童虐待に関する相談件数 

 

児童虐待に関する相談件数は、平

成30年度(2018年度)で７件となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課（各年度末現在） 
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資料：子育て支援課（各年度末現在） 
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